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事業完了報告書 

 

I. プロジェクト基本情報 

１．国 名 

 インドネシア共和国 
 
２．プロジェクト名 

インドネシア語：Proyek Pengembangan Kapasitas Petugas Kepolisian Secara Nasional untuk POLMAS - 
Kegiatan Polisi Sipil Indonesia (Fase II)  

英語：Project on Nationwide Capacity Development of Police Officers for POLMAS - Indonesian Civilian 
Police Activities Phase 2 

日本語：市民警察活動全国展開プロジェクト フェーズ 2 
 
３．協力期間 

（1）計画（Planned） 
  2017年 10月から 2022年 9月 
 
（2）実績（Actual） 

  2017年 10月から 2022年 9月 
 
４．背 景 

 インドネシア共和国（以下、「インドネシア」という）の治安責任は国軍（陸・海・空・警察）が

担ってきたが、2000 年 8 月の国民協議会の決定により警察は国軍から正式に分離独立し、大統領の
直轄機関であるインドネシア国家警察（以下、「INP」という）として再編された。発足以降、民主
的な警察の確立に向け改革を進め、住民との対話を通じ、国内治安の確保をめざす「市民警察」とし

て国内治安を維持するとともに国内で多発する一般犯罪に対応して市民の安全を確保し、市民に信頼

される市民警察としてのサービスを提供することが大きな課題となっていた。 
インドネシア政府における警察改革の基本方針は「コミュニティ・ポリーシング（市民警察活動）」

であり、さまざまな政策が策定されている。日本は、日本の経験をいかして、インドネシアの警察機

能の近代化と行政能力の向上を支援すべく、2001年に長官アドバイザー派遣を開始した。2004年か
らは、市民警察活動（POLMAS）モデル確立をめざす技術協力プロジェクトを、2フェーズにわたっ
てジャカルタに隣接するブカシ（ブカシ市及びブカシ県を指す。以下同じ）にて実施し、2012 年度
からは同モデルの全国展開をめざす「市民警察活動全国展開プロジェクト」（以下、「前プロジェクト」

という）による協力を実施した。 
前プロジェクトにおいては、INP 長官が指定する州を対象に、POLMAS モデルの確立したブカシ

における研修（ICT：In-Country Training）を実施するとともに、ICT受講者による各州内のコアとな
る警察署を対象とした POLMAS研修（IHT：In-House Training）の実施を促進した。プロジェクト終
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盤においては、六つの州が独自に IHTを実施できる「自立州」と位置づけられるに至った。 
 
５．上位目標とプロジェクト目標 

（1）上位目標 
  POLMASが全州で定着する。 

 
（2）プロジェクト目標 

  プロジェクトの提案を反映した POLMASを全州で実施するための自立的な体制が確立する。 
 
６．実施機関 

 インドネシア国家警察（INP） 
 

II. プロジェクトの実績 

１．プロジェクトの実績 

１－１ 日本側投入 

（1）専門家の派遣 
1）長期専門家（詳細は付属資料１－１のとおり） 
① プロジェクト・アドバイザー/組織運営 

2名派遣、派遣期間 57P/Ⅿ 
② トレーニング・アドバイザー/総合現場警察活動 

3名派遣、派遣期間 60.4P/Ⅿ 
③ 現場鑑識 

2名派遣、派遣期間 58.7P/Ⅿ 
④ 研修/業務調整 

1名派遣、派遣期間 62P/Ⅿ 
⑤ 評価/分析 

1名派遣、派遣期間 11P/Ⅿ 
 

2）短期専門家（詳細は付属資料１－１のとおり） 
① 市民警察活動：計 6.9P/M 
② 指紋照合鑑識：計 3.5P/M 

 
（2）研 修 

1）インドネシア国内における研修 
合計 53回 1,348名に対して現地国内研修を実施（詳細は付属資料１－２参照） 

 
2）日本における研修（新型コロナ感染拡大の影響により 2020年度以降の本邦研修は中止） 
① 2018年 6月 27日～7月 5日（9名）POLMAS全国展開活動強化 
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② 2018年 8月 19日～9月 15日（2名）指紋照合鑑識 
③ 2019年 1月 31日～2月 9日（6名）組織運営（上級幹部） 
④ 2019年 8月 26日～9月 13日（2名）指紋照合鑑識 
⑤ 2019年 11月 13日～23日（7名）組織運営（人材育成） 
⑥ 2020年 2月 14日～21日（12名）市民警察活動（POLMAS） 

 
（3）資機材 

2021年 1月、新型コロナ感染防止対策資機材をジャカルタ警視庁に供与。総額約 1,800万円 
 

1）感染予防資機材：防護服・靴カバー（5,360）、グローブ（3,000）、マスク（6,700）及びフ
ェイスシールド（5,360） 

 
2）啓もう活動用資機材：携帯拡声器（425）及び携帯電灯（978） 

 
（4）ローカル・コスト 
① ナショナル・スタッフ 2名 
② 通訳 2名 

 
（5）ナショナル・エキスパート 

INPの OB 1名を配置（2021年 6月 25日、急逝） 
 
１－２ インドネシア側投入 

（1）INPカウンターパート要員及び事務担当者による役務 
1）プロジェクト・ダイレクター 
副長官 

 
2）副プロジェクト・ダイレクター 
治安確立局長、教育訓練総局長及び刑事局長 

 
3）プロジェクト・マネージャー 
① プロジェクト・マネージャー 
計画予算担当次長 
② 共同プロジェクト・マネージャー 
人事担当次長、国際部長、治安確立局市民指導担当次長及びオペレーション担当次長 

 
（2）調整委員会メンバー 
交通局交通安全部長を事務局長として関係部局の長等から構成 

 
（3）執務室及び付帯施設 
① INP本部内プロジェクトオフィス 
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② ジャカルタ警視庁ブカシ県警察署内プロジェクトオフィス 
③ ジャカルタ警視庁メトロブカシ警察署内プロジェクトオフィス 

 
（4）プロジェクト実施に必要な資機材及び運営経費 
事務机、書棚等の資機材及び電気・水道等の事務所運営費 

 
（5）プロジェクトに関連する既存のデータ（地図及び写真を含む）及び情報 
人事統計、犯罪統計等に係るデータが提供された。 

 
１－３ 活 動 

 事業進捗状況一覧（付属資料１－３）に記載のとおり、新型コロナ感染拡大後、専門家が避難一

時帰国を余儀なくされ、2020年 4月から 2020年 12月まで現地に専門家が不在となった。専門家
再渡航後も日本、インドネシア両国の社会活動制限の施行状況に合わせて各種プロジェクト活動が

大きな制約を受けたが、困難な環境のなか、健康プロトコルに配意しつつ、オンラインによる調整

やモニタリングを通じて、可能な限り活動の継続に努め、おおむね計画どおりの成果発現につなげ

た。それでも、2020 年度以降の第三国研修、タスクフォースの編成、本邦研修が実施に至らなか
ったほか、短期専門家の派遣、インストラクター研修等現地国内研修の一部が延期され、事業進捗

に少なからず影響を及ぼしたことは否定できない。 
 
２．プロジェクトの達成度 

２－１ 成果と指標（目標値と実績値） 

（1）成果 1：POLMASが推進されるための具体的な運用規定・制度が整備・活用される。 
 
（指標） 

1. POLMAS関連の通達が策定される。 
2015年に策定された POLMASに係る長官規則が改訂され、POLMASに関する 2021年
警察規則第 1号及び POLMAS現場活動の主たる担い手であるバビンカムティブマス（地
域安全指導警察官の意。以下「バビン」という）と呼ばれる巡回連絡や問題解決活動等の

活動にあたる制服警察官の活動に関する 2021年長官規則第 7号として再編されている。 
 
2. 調整委員会により、州警察本部の POLMASマネジメント能力を評価するための規定が整
備される。 
新型コロナ感染拡大の影響を大きく受け、規定整備のためのタスクフォース編成に支障

が生じたことから規定は未整備。 
 
3. 全州で国家鑑識研修・検定が実施される。 
目標とする全 34州警察において研修・検定が実施されている。 

 
4. 国家鑑識研修の上級コースの実施・参加者数（5回以上実施、100名以上参加） 

5回 101名に対する研修を実施 
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（各回の研修参加人数） 
・ 第 1回指紋照合研修（2018年 2月 20日～3月 3日）（20名） 
・ 第 2回指紋照合研修（2019年 1月 30日）（20名） 
・ 第 3回指紋照合研修（2020年 2月 17日～28日）（20名） 
・ 第 4回指紋照合研修（2021年 6月 7日～18日）（20名） 
・ 第 5回指紋照合研修（2022年 7月 12日～21日）（21名） 

 
（2）成果 2：POLMASに関する研修の実施体制が強化される。 

 
（指標） 

1. POLMAS研修カリキュラムが改訂される。 
警察士官学校、警察士官初任科学校本科、警察士官学校学士科及び初任科学校の教養課

程において、POLMAS が必須課程の一つとして編成されており、初級幹部学校、初任科
学校等の研修モジュールに反映され、改訂されている。 

 
2. POLMASに関するナショナル・インストラクターが 150名以上認定される。 
ナショナル・インストラクター189名〔POLMAS 160名、鑑識 29名（詳細は付属資料
１－４－１及び１－４－２）〕が認定されている。 

 
3. 現地国内研修（ICT/IHT）の実施回数・人数（38回以上実施、870名以上参加） 
現地国内研修を 53 回実施し、延べ 1,348 名が研修に参加している（付属資料１－２参
照）。 

 
（3）成果 3：ブカシ警察署及びモデル警察署において先進モデルとしての POLMASが強化され

る。 
 

（指標） 
1. 過去 1年間に警察と接する機会のあった住民の警察に対する信頼度が 60％以上となる。 

2022 年 7 月に世論調査を実施した結果、警察に対して良いイメージをもっていると回
答した住民の割合は、過去 1年間に警察と接する機会のあった住民の場合 75.3％に、警察
と接する機会のなかった住民の場合 66.9％に達した。また、「あなたの住環境において治
安における問題が発生した場合にまず通報する先はどこか」との質問について、警察分署

あるいはバビンと回答した者は 68.5％に達している。 
 
（4）成果 4：第三国に対する POLMASの技術移転が進展する。 

 
（指標） 

1. 第三国研修の実施回数と参加人数（5回以上実施、150名以上参加） 
新型コロナ感染拡大の影響により 2020年度以降、研修は実施できていないものの、第
三国研修を 7回実施し、88名が研修に参加している。 
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・ 第 1回東チモール警察幹部対象国別特設研修（2018年 1月 28日～31日）10名 
・ 第 2回東チモール警察幹部対象国別特設研修（2019年 1月 27日～2月 1日）8名 
・ 第 3回東チモール警察幹部対象国別特設研修（2020年１月 26日～31日）10名 
・ 第 1回第三国研修（2018年 10月 15日～20日）13名 
・ 第 2回第三国研修（2018年 11月 12日～17日）16名 
・ 第 3回第三国研修（2019年 10月 21日～26日）16名 
・ 第 4回第三国研修（2019年 12月 9日～14日）15名 

 
２－２ プロジェクト目標と指標（目標値と実績値） 

（1）プロジェクト目標 
プロジェクトの提案を反映した POLMASを全州で実施するための自立的な体制が確立する。 

 
（2）指 標 

1. POLMASマネジメント能力を有するモデル州警察が 1州以上となる。 
モデル州警察として、ジャカルタ警視庁（1 州）の POLMAS マネジメント能力が強化さ
れた。ジャカルタ警視庁は、POLMAS の推進について年間計画を策定したうえで、定期的
な研修、活動月間、評価指導会議、幹部による巡視を実施するなどして業務管理に努めてい

るほか、原則 1 Desa/Kel（村に相当）1バビンの配置、初級幹部の市民指導係長への登竜門
的配置、研修予算等の計画的確保等、人事、予算面についてもマネジメント能力を有してい

る。 
 

2. 非自立州が少なくとも 1回以上自立州による ICTを受講する。 
すべての POLMAS本パイロット・プロジェクト州警察（20州）が自立州として認定され
ているうえ、非自立州全州（14）が自立州による ICTを受講済み（付属資料１－５参照）。 

 
3. 各州の全鑑識係員に占める A、B級取得者の割合が 50％以上となる。 
過去の検定合格者ベースでは、新型コロナによる影響を受けて追加検定を実施できなかっ

た中部ジャワ州警察と東ジャワ州警察を除く 32州において A、B級取得者の割合が 50％を
超えているものの、検定受検者が合格後、鑑識部門以外の部署に異動することもあり、本報

告書作成時点における目標とする 34州中の鑑識係員のうち A、B級取得者の割合が 50％に
満たない州警察は 5州となっている（付属資料１－６参照）。 

 
３．PDMの改訂実績 

 2018年 12月の第 2回調整委員会において、プロジェクトの目標・成果の達成度をより適切に測る
指標について協議した結果、以下の指標を追加、削除または変更することに合意した。 
 
（1）プロジェクト目標 
① IHT を実施した州警察の数と研修の実施回数・参加者数につき、指標 1 として「POLMAS
マネジメント能力を有するモデル州警察が 1州以上となる」を追加 

② 指標 2として「非自立州が少なくとも 1回以上自立州による ICTを受講する」を追加 
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③ 指標 3「国家鑑識検定の A級に 150名以上が合格する」を「各州の全鑑識係員に占める A、
B級取得者の割合が 50％以上となる」と変更 

 
（2）成果に係る指標 

1）成果 1「POLMASが推進されるための具体的な運用規定・制度が整備・活用される」 
① 指標 1-2「POLMAS発表競技会が定期的に開催される」 
「調整委員会により州警察本部の POLMASマネジメント能力を評価するための規定が整備
される」と変更 
② 指標 1-4「国家鑑識研修の上級コースの実施・参加者数」 
「国家鑑識研修の上級コースの実施回数が 5回以上、参加者数が 100名以上となる」と変更 

 
2）成果 2「POLMASに関する研修の実施体制が強化される」 
① 指標 2-2 
「POLMASに関するナショナル・インストラクターが 150名認定される」を追加 
② 指標 2-3「現地国内研修（ICT/IHT）の実施回数・人数」 
「現地国内研修（ICT/IHT）の実施回数が 38回以上、人数が 870名以上となる」と変更 

 
3）成果 3「ブカシ警察署及びモデル警察署において先進モデルとしての POLMASが強化される」 
① 指標 3-1「ブカシ警察署及びモデル警察署における地域コミュニティからの警察活動に対
する信頼と協力が継続する」 
「過去 1 年間に警察と接する機会のあった住民の警察に対する信頼度が 60％以上となる」
と変更 
② 指標 3-2「ブカシ警察署及びモデル警察署管内の分署市民指導係長による業務管理報告実
施率」及び指標 3-3「ブカシ警察署及びモデル警察署管内のバビンによる問題解決活動件数」
を削除 

 
4）成果 4「第三国に対する POLMASの技術移転が進展する」 
① 指標 4-1「第三国研修が 5回以上実施され、150名以上が参加する」を追加 

 

III. 合同評価の結果 

１．DAC評価項目に基づく評価結果 

１－１ 妥当性 

 妥当性は高い。 
 
（1）開発政策との整合性 
国家中期開発計画（2020～2024）において、「提案、目標及び指標」のなかで、市民の安全
と秩序を守るための警察サービス向上の必要性について触れられているほか、国家警察戦略計

画（2020～2024）において、地域社会からの信頼を確立する（トラスト・ビルディング）機会
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としてのコミュニティ・ポリーシングの重要性、地域社会とのパートナーシップ構築の重要性、

鑑識担当官の能力向上の重要性、1村 1バビン政策の展開による POLMASプログラムの強化
等に触れられており、その終章においては、コミュニティ・ポリーシング戦略を重視する旨締

めくくられている。 
 
（2）開発ニーズとの整合性 

2021 年 3 月に就任したリスティヨ・シギット・プラヴォオ警察長官は、就任に先立つ適格
性審査において、「Presisi」、つまり、先制的・予測的（Prediktif）なアプローチによる犯罪等
に関する情報や兆候の早期把握、それに基づく早期の予防・対処の実施に伴い、「責任があり」

（Responsibilitas）、「公平で透明性のある」（Tranparansi Berkeadilan）警察とすることを表明し
ており、市民とのパートナーシップ構築に基づく、早期の事案対処という POLMAS（市民警
察活動）の全州における体制確立というプロジェクト目標と合致する。 

 
（3）事業計画、アプローチのロジックの適切性 
上記Ⅱ－３の PDM指標の改訂以外、計画の変更はない。新型コロナ感染拡大の影響を受け、
研修計画等プロジェクト活動の一部が中止・遅延することとなったが、プロジェクト目標及び

成果の指標はおおむね達成見込みであり、事業計画、アプローチのロジックは適切であったと

いえる。 
 
１－２ 整合性 

整合性は高い。 
 
（1）日本政府・JICAの開発協力方針との整合性 
本事業は、法執行機関である国家警察の能力強化を通じて安全で公正な社会の実現に貢献す

るものであり、日本政府の開発協力大綱の重点課題「普遍的価値の共有、平和で安全な社会の

実現」、及び、対インドネシア共和国国別開発協力方針（平成 29年 9月）の重点分野「均衡あ
る発展を通じた安全で公正な社会の実現に向けた支援」に整合する取り組みである。また、自

由で開かれたインド太平洋の実現のための「法の支配の普及・定着」に関連する取り組みであ

り、JICA の課題別事業戦略グローバル・アジェンダ「ガバナンス」に位置づけられるもので
ある。 

 
（2）JICAの他事業（技術協力・有償/無償資金協力など）との相乗効果 
本事業は、JICA が 2001年以降、「国家警察改革支援プログラム」の枠組みの下で実施して
きたインドネシア国家警察に対する他の協力事業との高い相乗効果、相互連携が認められた。

本事業は、市民警察活動（POLMAS）モデルを構築した「市民警察活動促進プロジェクト」
（2002～2012）、POLMASの全国展開に向けた基盤を整備した「市民警察活動全国展開プロジ
ェクト」（2012～2017）の成果を土台として、国家警察が POLMAS を自立的に全国で実施す
るための体制を確立するものであった。国別研修「警察行政比較セミナー」（2001～2024）を
通じて POLMASを深く理解する国家警察中堅幹部を育成したこと、個別専門家「国家警察長
官アドバイザー/プログラムマネージャー」を通じて政策レベルで POLMAS 推進に関する助



 

– 9 – 

言・提言を行ったことは、POLMASの制度化を大きく促進した。 
 
（3）日本の他事業、他の開発協力機関等による支援と適切な相互補完関係 
米司法省所管の国際犯罪捜査研修支援プログラム（ICITAP：International Criminal Investigative 

Training Assistance Program）が 2000年から支援を開始、インドネシア国家警察の組織の発展、
制度及び施策の強化、研修、技術支援及び限定された資機材供与を行った。市民指導部門関連

では、POLMAS 制度化に重要な役割を果たした長官規則改訂について、本事業が内容面での
技術的支援、ICITAP が検討会合開催等に必要な資金の提供を行い、相互補完により改訂作業
が促進された。 

 
（4）国際的な枠組み（国際目標やイニシアティブ・規範や基準）との整合性 
本事業は、開発途上国において犯罪の撲滅等に関する国家機関の能力強化を行う国際協力事

業であり、SDG16「平和と公正をすべてのひとに」に貢献するもの。特に POLMAS推進に関
する協力は、第 14回国際連合犯罪防止刑事司法会議（京都コングレス、2021年 3月）の成果
文書である京都宣言で合意された「犯罪防止の推進」に関する行動のうち、「テーラーメード

の犯罪抑止戦略」の一つとして掲げられた「コミュニティ志向の警察活動の推進」に合致する

ものであり、犯罪防止・刑事司法分野に係る国際的な枠組みと整合している。 
 
１－３ 有効性 

有効性は高い。 
新型コロナ感染拡大の影響を受けつつも、プロジェクト目標は、指標 3「各州の全鑑識係員に占
める A、B 級取得者の割合が 50％以上となる」を除く指標はすべて達成しており、指標の向上と
連動してアウトプットが発現していることが認められる。 

 
（1）プロジェクト目標は達成される見込みか 
モデル州警察であるジャカルタ警視庁においては、年間業務計画に基づき、人事、財務両面

に配意しつつ、POLMAS が自立的に推進されているほか、自立州からすべての非自立州警察
に対して研修が実施され、これら非自立州における自立的活動について自立州警察からのフォ

ローアップが行われている。 
一方、指標 3の全鑑識係員に占める検定取得者の割合については、わずかに目標数値に達し
ていないものの、これまでの検定合格者によって後進が育成されており、実質的には一定の技

術レベルが維持されている状況であり、プロジェクト目標は達成される見込みである。 
 
（2）アウトプットはプロジェクト目標の達成に貢献しているか 
市民警察及び鑑識の両分野について、プロジェクト終了後も自立的にインドネシア国家警察

が POLMAS を推進していくための規定が整備されたほか、自立州を中心として POLMAS を
継続的に波及させていくための指導体制（パイロット警察署、ナショナル・インストラクター

等）が確立されている。 
また、世論調査の結果もこれまでの活動の成果を反映し、市民の警察に対する信頼度は向上

しているうえ、成果の第三国への伝播も確実に進捗している。 
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1）成果 1「POLMASが推進されるための具体的な運用規定・制度が整備・活用される」 
2015年に発出された POLMASに係る長官規則が改訂され、それぞれ POLMASに係る
警察規則及びバビンの活動に係る長官規則として制定され、両規則に基づいて POLMAS
の推進体制が整備されているほか、適正な任命権者によるバビンの任命、頻繁な人事異動

の抑制等が実際に運用されている。 
また、鑑識分野については、2022 年 9 月、プロジェクトの提案に基づき、検定の実施
主体や種別、実施方法等について示された作業基準書が刑事局鑑識センター長から発出さ

れている。 
 

2）成果 2「POLMASに関する研修の実施体制が強化される」 
研修に係る指標はいずれも達成されており、POLMAS に係るカリキュラムが作成・改
訂されているほか、ナショナル・インストラクターが指標を大幅に上回る 189名養成され
ており、プロジェクト終了後も持続的に研修を実施する体制が構築されている。 

 
3）成果 3「ブカシ警察署及びモデル警察署において先進モデルとしての POLMASが強化さ
れる」 
パイロット州警察管轄内に指定したパイロット・プロジェクト警察署 44警察署におい
て、2）のインストラクターを中心として独自に州警察内部で研修を実施したり、バビン
の活動好事例が報告されるシステムが適切に機能したことにより活動事例が警察長官に

まで報告され称揚されるなど、POLMASが強化されている。 
 

4）成果 4「第三国に対する POLMASの技術移転が進展する」 
第三国（東ティモール）研修は、新型コロナ感染拡大の影響を受け、計画どおりに実施

できなかったものの、研修 OBを中心として、現場研修で学んだ巡回連絡等の活動を自国
内で続けたり、幹部研修対象者らが世代を超えて研修の知見を共有するための組織を構築

するなど、POLMASが浸透しつつある。 
 
（3）計画されたアウトプットが産出されたか 
新型コロナ感染拡大の影響を受け、成果指標のうち「1-2 調整委員会により、州警察本部
の POLMAS マネジメント能力を評価するための規定が整備される」及び「4-1 第三国研修の
実施回数と参加人数（5回以上実施、150名以上参加）」が達成未了なるも、おおむね計画どお
りのアウトプットが産出され、プロジェクト目標の達成に貢献している。 

 
１－４ 効率性 

効率性は高い。 
事業期間は計画どおり。事業費減にもかかわらず、成果はおおむね計画どおり発現しており、効

率性は高い。 
 
（1）事業費は効率よく使われたか 
事業費は、新型コロナ感染拡大の影響によるカウンターパート研修の中止等もあり、計画よ
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り大幅に減少した。 
 

（2）事業スケジュールは適切だったか 
事業は延長されず、予定どおり終了する。2020 年 2 月ごろから新型コロナの感染が全世界
において拡大傾向となったことから、同年 4月から翌 2021年 4月までの間、プロジェクトに
係る専門家が日本に避難一時帰国を強いられたものの、リモートによるカウンターパート等と

の調整を図るなどし、研修、会議等を実施した。 
専門家再渡航後は、新たな変異株の流行等による社会制限の影響を受けつつも、創意工夫を

凝らして感染対策を講じつつ研修を実施し、上記「１－３ 有効性」に記載のとおり、一部を

除くほとんどの指標を達成するなど所定の成果を得た。 
 
（3）その他、効率性を阻害、促進した要因はあるか 
協力期間中に大統領選挙が実施され、ジョコ・ウィドド大統領政権第 2期に移行することと
なったが、プロジェクト目標に直接影響があるような大きな政策変更はなかった。 

 
（4）実施プロセスにおけるプロジェクトの進捗管理は適切であったか 
（1）に記載のとおり、新型コロナ感染拡大の影響を受けてフェーズ終期に一部の研修計画
が延期されたことにより、事業進捗に影響を受けたものの、同点を除いて予定された研修等は

すべて計画どおりに実施され予算執行上も問題は生じていない。 
 
１－５ インパクト 

インパクトは高い。 
 
（1）上位目標の達成予測 
市民警察及び鑑識の両分野について、POLMAS を自立的に実施するための体制が構築され
ていることから、上位目標は達成されるものと見込んでいる。 

 
（2）上位目標とプロジェクト目標の因果関係 

1）市民警察 
前フェーズにおいて、設定したビジョンに基づき、目標とする 34州警察本部のうち、拠
点となる州警察本部をパイロット州警察本部として指定したうえ、所要の過程を経たうえで

自立州として認定し、自立州警察から他の州警察本部に対して研修を実施することで

POLMASに係る知識・技術の移転を行った（目標とする全 34州警察本部において研修を実
施）。指定したパイロット州警察本部には INP 職業認定機関から認定されたインストラク
ターが配置されており、これらインストラクターが中心となって自立的に POLMASを自州
警察内及び他の州警察に波及させる体制が構築されている。 

 
2）鑑 識 
鑑識部門についても、検定制度が規定化されているうえ、検定取得者が全州警察本部に

1,300名以上配置されているほか、インストラクターも相当数養成されており、自立的に鑑
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識技術を波及させるための制度及び体制が構築されている。 
 
（3）波及効果 

1）市民警察 
INP治安確立局において、プロジェクトにおいて養成したインストラクター警察官を起用
しつつ、各州警察本部における POLMASに係る研修を計画的に実施しているほか、各州の
インストラクター警察官が州警察本部の専科学校等において、POLMAS に係る研修を自立
的に実施している。 
また、バビンの接触費の補助として支給されていたバビン手当の増額、改訂された

POLMASに係る警察規則における 1村 1バビンの明記、ジャカルタ警視庁における士官学
校卒業者の市民指導部門への優先的配置等、POLMASの推進体制が拡充されている。 
新型コロナ禍においては、POLMASによって構築した市民との良好な関係を背景として、
バビンが健康プロトコルに係る周知啓発、ワクチン接種促進活動、濃厚接触者の追跡等、感

染拡大防止の要として活躍しており、プロジェクトから感染防止資機材等を提供するなどし

て当該活動を支援した。 
こうしたコロナ禍におけるバビンの献身的活動は明らかに住民の警察に対する評価に影

響を与えている。前述の世論調査において、「バビンに対して良いイメージをもつ」とした

住民の割合は 87.2％に達しているほか、「バビンが新型コロナ対策に役割を果たしたか」と
の問いに対しては、89.3％の住民が役割を果たしたと回答するなど、新型コロナ対策の前面
に立って、各種対策に従事してきたバビンに対して住民が好印象をもっていることが推認さ

れる結果となった。 
 

2）鑑 識 
インストラクター警察官が州警察本部専科学校等において、検定取得者をはじめとした鑑

識係員に対して知識・技術を継承しているほか、INP鑑識センターが自立的に検定を実施す
る体制が既に構築されている。また、検定合格者が各州警察本部において、オンザジョブ・

トレーニング（以下「OJT」という）を実施することにより、確実に後進を育成している。 
 

3）その他 
2022 年 8 月、本プロジェクトの発展に尽力し、日本とインドネシアとの相互理解及び友
好親善の増進に大きく貢献したとして、プロジェクトに関係する INP 関係者 3 団体 3 個人
に対して日本国外務大臣感謝状が、7個人に対して在外公館長表彰が授与された。 

 
１－６ 持続性 

持続性はやや高い。 
市民警察分野においては、前述の POLMASに係る警察規則及びバビンの活動に関する長官規則
が制定され、鑑識分野においては、検定に係る作業基準書が発出されており、根拠が明確となって

いるうえ、それを支える体制も、制度的には確立されている。具体的には、バビンの活動に係る

2021年長官規則第 7号において、1村 1バビンが明記されており、警察署及び警察分署における組
織構成と勤務形態に係る 2021年警察規則第 2号おいてバビン係長の配置が規定されている。ただ
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し、実際の人員配置はジャカルタ警視庁を除いて未了であり、規則の運用が今後の課題。 
 
（1）組織面の持続性 

INPレベルにおいては、治安確立局バビン課を中心として、計画的な指導・研修が確立され
ているほか、各州警察本部においては、パイロット州警察が中心となり、継続的に POLMAS
を推進していくための体制が確立されている。 

 
（2）技術面の持続性 

INP 専科学校には、POLMAS に係る専科課程が設けられているほか、各レベルの昇任学校
においても POLMASに係る教養が必須科目として採用されている。さらに、現場レベルでは
ナショナル・インストラクターがけん引役となって OJTと Off-JTを実施している。 

 
（3）財務面の持続性 
治安確立局バビン課が各州警察本部の能力向上のため、指導者養成能力向上研修を INP 予
算によって計画的に実施している。また、2021年 1月にはバビン手当が日額 5万ルピアから 6
万 5,000 ルピアに増額されるなど、POLMAS に係る財務面のサポートが確立されつつある。
一方、POLMAS の推進に係る各州警察本部おける予算措置については、州警察本部長裁量に
係る予算に頼らざるを得ない状況も散見されるなど、課題が残っている。 

 
２．実施や成果に影響を与えた主な要因 

「１－３ 有効性」及び「１－４ 効率性」に記載のとおり、事業進捗について、新型コロナ感染

拡大の影響を受けた。 
 
２－１ 貢献要因 

（1）人材育成 
本プロジェクトと同時並行的に推進されている国家警察改革プログラム（以下「プログラム」

という）において、事業開始当初から訪日研修を含む警察士官学校における人材育成に取り組

んできたところ、今や訪日研修OBが INPのさまざまな分野の要職に配置されるに至っており、
プロジェクトの業務推進に大きく貢献した。 
また、2022 年 1 月から、プログラム及びプロジェクトに係る活動を紹介しつつ、訪日研修
経験者同士の絆を深めるため、ニュースレターを定期的に発行している。 

 
（2）情報発信・情報共有 
鑑識分野においては、2013年 10月から、鑑識係員の知識・技術の向上を企図し、各州警察
における鑑識分野の好事例を共有したところ、INP側においても、情報共有の重要性を認識し、
2021年 8月には、国家警察長官名で、鑑識部門の好事例に係る報告窓口を INP鑑識センター
に一本化することとされた。 

 
２－２ 阻害要因 

新型コロナの世界的拡大を受け、一部の研修や調査等に係る日程が著しく遅延したほか、カウン
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ターパートの施策推進に係る調整、交渉等についても大きな影響を受け、プロジェクト活動を一部

見直すこととなった。 
 

３．リスク管理結果の評価 

３－１ リスク管理の結果 

（1）「研修受講者が頻繁に異動しない」→2019 年 4 月、ジャカルタ警視庁人事部に対して、JICA
研修を受講した人材を他部署に安易に異動させないよう要請。2021年 7月に制定されたバビ
ンの活動に係る長官規則に、「バビンは 3年以上の勤務経験を積まなければ異動させてはなら
ない」旨が明記された。 

 
（2）「連絡体制の欠如」→POLMAS 政策に係るカウンターパートに人事異動があった際は、専門

家がカウンターパートと直接面談するなどして情報と認識の共有に務めた。 
 
（3）「POLMAS 政策に大きな変更が生じない」→2015 年長官規則第 3 号が 2021 年にそれぞれ、

警察規則及び長官規則として改訂され、POLMAS政策に係る根拠が明確に示され、同規則に
基づいて業務が運営されている。 

 
（4）「通達や運用ルールが大幅に変更されない」→同前 

 
（5）「予算措置継続」→上記「１－６ 持続性（3）財務面の持続性」のとおり、バビン手当が増

額されたほか、治安確立局バビン課が各州警察本部の能力向上のため、指導者養成能力向上

研修を国家警察予算によって計画的に実施するなど、POLMASに係る財務面のサポートが確
立されつつある。 

 
３－２ 教訓活用の結果 

前フェーズの教訓を踏まえ、カウンターパートの主体的・自立的な POLMAS実施に向けて、プ
ロジェクトと INP によるワーキング・グループの下に調整委員会が構成され、2018 年、同委員会
の下にタスクフォースを編成し、2018年 9月に北スラウェシ州警察、同年 11月に東ヌサ・トゥン
ガラ州警察に対してモニタリングを実施し、報告書を提出している。 

2019 年、全世界で始まった新型コロナ感染拡大の影響を受け、その後、タスクフォースの編成
は行われていないものの、既に自立州警察からすべての非自立州警察に対して州間警察研修が実施

されているうえ、自立州警察においては POLMASマネジメントが確立されており、治安確立局が
中心となって自立州警察の知見や人材を活用しつつ、非自立州を含む各州警察本部に対する指導・

研修等を継続的に実施する体制が確立されている。 
 
４． 教 訓 

（1）計画的かつ戦略的な人材育成 
プログラム及びプロジェクトに係る本邦研修 OBについては、独自に研修 OBによる組織を結

成するなどして結束を高めており、業務推進の要所要所において、大きな推進力となった。また、

ナショナル・インストラクターは、豊富な経験を生かしつつ国家警察との橋渡し役となるなど施



 

– 15 – 

策推進に大きく貢献した。 
プロジェクト終了後も持続的に施策を推進させるためには、こうした人的資源の継続的育成と

さらなる活性化といったフォローアップが肝要である。 
 
（2）カウンターパートとの共通認識の重要性 
前述の新型コロナ感染拡大とそれに伴う社会制限の影響を受け、フェーズ後半はカウンター

パートとの対面による調整、連絡等が困難な状況となり、代替措置としてオンラインによる会議、

面談等を取り入れてきたが、意思疎通に齟齬が生じる場面もたびたび見受けられたところであり、

対面での会議、面談が困難な状況に陥った際のカウンターパートとの意思疎通のあり方について

は、現地スタッフ等を有効に活用し、綿密な調整を図るほか、補足的に先方の真意を確認するな

ど、今後よく検討していく必要がある。 
 

IV. プロジェクト終了後の上位目標達成に向けて 

１．上位目標の達成見込み 

前述のとおり、POLMAS を持続的に推進するための屋台骨となり得る規定、体制等が既に整備さ
れており、上位目標である「POLMASの全州における定着」は早期に実現する見込みである。 
 
２．上位目標達成のためのインドネシア側の活動計画と実施体制 

INP治安確立局において、年間計画に基づく計画的な能力向上研修及び業務指導が実施されている
ほか、各州警察本部における計画的な研修等に係る予算の確保について調整が行われている。 
教育訓練総局においては、各レベルにおける POLMASに係る教材が継続的に改訂されているほか、

年間計画に基づき、同教材を活用しつつ計画的に研修が実施されている。 
自立州警察本部においては、既に養成されたインストラクターを活用しつつ、独自の州内研修が自

立的に実施されているほか、州警察学校においても、インストラクターを活用した講義が行われるな

どしている。また、非自立州警察に対する研修実施後、継続したフォローアップも行われており、域

内における POLMASの定着が見込まれている。 
 
３．インドネシア側への提言 

（1）市民警察分野 
既に現長官は、バビンをはじめとした市民指導分野の重要性を認識し、体制面の強化、処遇の

見直し等、さまざまな改善姿勢がみられるものの、今後は、POLMAS の全州における定着を確
固としたものとするための財政面及び人事面におけるさらなるバックアップが望まれるところ

である。 
また、前フェーズから継続してプロジェクトにおいて強調し続けてきた業務管理の重要性につ

いては、バビンの具体的な活動実態の把握に無関心な幹部もいまだ多く見受けられるなどの問題

も残っている。バビンの現場活動に対する幹部による業務管理の履行を促すよう、現在、治安確

立局において、プロジェクト作成の業務管理に係る通達案を検討中ではあるものの、早期に実現

されることを切望するものである。 
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（2）鑑識分野 
鑑識分野における人材育成の制度は確立されているものの、育成した人材のキャリアパスの管

理について積極的関与がないことから、人事部門との連携を深めるとともに、人材のデータ化及

び戦略的かつ計画的配置について鑑識部門の積極的関与を切望するものである。 
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専　　門　　家

1 プロジェクト・アドバイザー/組織運営

(1) 平塚雅康専門家　2017年11月19日～2020年1月31日（26.5M/M・延長有・帰国済み）

(2) 滝沢裕専門家　2020年3月15日～2022年９月30日（30.5M/M）

2 トレーニング・アドバイザー/総合現場警察活動

(1) 佐々木良明専門家　2017年10月1日～2018年3月28日（5.9M/M・帰国済み）

(2) 小林淳一専門家　2018年3月18日～2020年3月17日（24M/M・帰国済み）

(3) 東克茂専門家　2020年3月8日～2022年3月7日（30.5M/M）

3 現場鑑識

(1) 磯部洋光専門家　2017年11月19日～2019年11月18日（24M/M・帰国済み）

(2) 天野正義専門家　2019年11月10日～2022年９月30日（34.7M/M）

4 研修/業務調整

安齋俊哉専門家　2017年10月1日～2022年９月28日（62M/M・延長あり）

5 評価/分析

小松千寿専門家　2021年11月1日～2022年9月30日（11M/M）

6 短期専門家

市民警察活動

(1) 2018年9月9日～10月26日　 奈良県警工藤警部（1.6M/M）

(2) 2018年10月28日～12月14日　岐阜県警藤垣警部補（1.6M/M）

(3) 2019年10月6日～11月15日　 大阪府警大谷警部（1.4M/M）

(4) 2019年11月10日～12月20日　京都府警大槻警部補（1.4M/M）

(5) 2022年6月27日～7月24日　　大阪府警池井警視（0.9Ⅿ/Ⅿ）

7 指紋照合鑑識

(1) 2018年2月12日～3月9日　警視庁五十嵐警部補（0.9M/M）

(2) 2019年2月3日 ～2月28日 警視庁永井警部補（0.9M/M）

(3) 2020年2月10日～3月6日　警視庁佐々木警部補（0.8M/M）

(4) 2022年6月27日～7月24日 警視庁小野警部補（0.9M/Ⅿ）

番号

派遣専門家一覧

１．プロジェクトの実績 
　１－１　派遣専門家一覧



回数 科　目 実　施　期　間 対 象
JICA予算
参加者

イ側予算
参加者

参加人員

① ポルマス 2017.12.20 ～ 2017.12.22 【第109回現地国内研修】AKPOL教官対象ICT 8 8

② ポルマス 2018.2.6   ～ 2018.2.9 【第110回現地国内研修】ゴロンタロ州IHT 10 10 20

③ ポルマス 2018.2.6   ～ 2018.2.9 【第111回現地国内研修】リアウ州IHT 10 223 233

④ ポルマス 2018.2.12  ～ 2018.2.15 【第112回現地国内研修】南スマトラ州IHT 10 10

⑤ ポルマス 2018.2.12  ～ 2018.2.15 【第113回現地国内研修】東カリマンタン州IHT 10 1 11

⑥ 鑑識 2018.2.20  ～ 2018.3.3 【第114回現地国内研修】国家警察指紋照合研修 20 20

⑦ 鑑識 2018.3.27  ～ 2018.3.29 【第115回現地国内研修】アチェー州指紋検定 52 52

⑧ ポルマス 2018.5.17  ～ 【第116回現地国内研修】北スラウェシ・NTT州[1]警察PRE-WS 6 6

⑨ ポルマス 2018.6.4   ～ 2018.6.5 【第117回現地国内研修】北スラウェシ・NTT州警察PRE-WS 12 12

⑩ ポルマス 2018.7.9   ～ 2018.7.11 【第118回現地国内研修】北スラウェシ・NTT州等対象ICT 27 27

鑑識 2018.9.5   ～ 2018.9.6 ボゴール刑事学校鑑識専科 30 30

⑪ 鑑識 2018.10.15 ～ 2018.10.18 【第119回現地国内研修】ジャンビ州本部指紋検定 48 48

⑫ ポルマス 2018.10.31 【第120回現地国内研修】ジャカルタ警視庁各警察署市民指導課長対象ICT 13 13

⑬ 鑑識 2018.11.13 ～ 2018.11.15 【第121回現地国内研修】バンテン州本部指紋検定 51 51

⑭ ポ・鑑識 2018.12.11 ～ 2018.12.18 【第122回現地国内研修】第6回インストラクター研修 18 18

⑮ 鑑識 2019.1.30 【第123回現地国内研修】国家警察指紋照合研修 20 20

⑯ ポルマス 2019.2.25  ～ 2019.2.27 【第124回現地国内研修】ジャカルタ警視庁における西ジャワ州、ランプン警察対象ICT 24 24

⑰ ポルマス 2019.4.23  ～ 2019.4.24 【第125回現地国内研修】初任科学校（SPN）等ポルマス担当教官対象ICT第1バッチ 17 17

⑱ ポルマス 2019.4.29  ～ 2019.4.30 【第125回現地国内研修】初任科学校（SPN）等ポルマス担当教官対象ICT第2バッチ 18 18

⑲ ポ・鑑識 2019.7.9   ～ 2019.7.16 【第126回現地国内研修】第7回インストラクター研修 17 17

⑳ 鑑識 2019.7.15  ～ 2019.7.18 【第127回現地国内研修】北スラウェシ州指紋検定 33 33

㉑ ポルマス 2019.7.29  ～ 2019.7.30 【第128回現地国内研修】マルク州・パプア州警察WS 12 12

㉒ ポルマス 2019.8.13  ～ 2019.8.15 【第129回現地国内研修】マルク・パプア州警察対象ICT 25 25

㉓ ポルマス 2019.8.20  ～ 2019.8.25 【第130回現地国内研修】中部ジャワ州におけるジョグジャカルタ州警察対象ICT 12 12

㉔ ポルマス 2019.9.2   ～ 2019.9.4 【第131回現地国内研修】リアウ州におけるジャンビ州警察対象ICT 12 12

㉕ ポルマス 2019.9.9   ～ 2019.9.11  【第132回現地国内研修】ゴロンタロ州IHT 12 20 32

㉖ ポルマス 2019.9.23  ～ 2019.9.25 【第133回現地国内研修】ジャカルタ警視庁におけるブンクル州・バンカ・ブリトン州警察対象ICT 26 26

㉗ 鑑識 2019.9.30  ～ 2019.10.3 【第134回現地国内研修】ブンクル州本部指紋検定 22 22

㉘ ポルマス 2019.10.29 ～ 2019.10.31 【第135回現地国内研修】北スラウェシ州IHT 10 10

㉙ 鑑識 2019.10.29 ～ 2019.10.31 【第136回現地国内研修】西スラウェシ州指紋検定 28 28

㉚ ポルマス 2019.11.4  ～ 2019.11.6 【第137回現地国内研修】リアウ州における西スマトラ州警察対象ICT 10 10

鑑識 2019.11.18 ～ 2019.11.9 ボゴール刑事学校鑑識専科 30 30

㉛ ポルマス 2019.11.19 ～ 2019.11.21 【第138回現地国内研修】NTT州IHTモニタリング 10 10

㉜ ポ・鑑識 2019.11.27 ～ 2019.12.4 【第139回現地国内研修】第8回インストラクター研修 14 14

㉝ 鑑識 2020.1.21  ～ 2020.1.23 【第140回現地国内研修】北カリマンタン州指紋検定 32 32

㉞ 鑑識 2020.2.17　～ 2020.2.28 【第141回現地国内研修】国家警察指紋照合研修 20 20

㉟ ポルマス 2020.2.24  ～ 2020.2.26 【第142回現地国内研修】バリ州における西スラウェシ州警察対象ICT 10 10

鑑識 2020.2.25  ～ 2020.2.28 ボゴール刑事学校鑑識専科 29 29

㊱ ポルマス 2020.11.17 ～ 2020.11.19 【第143回現地国内研修】パプア州IHTモニタリング 8 5 13

㊲ ポ・鑑識 2020.12.1  ～ 2020.12.09 【第144回現地国内研修】第9回インストラクター研修 13 13

㊳ ポルマス 2021.1.27  ～ 2021.1.28 【第145回現地国内研修】マルク州IHTモニタリング 10 10

㊴ 鑑識 2021.6.7   ～ 2021.6.18 【第146回現地国内研修】国家警察指紋照合研修 20 20

㊵ ポルマス 2021.6.15  ～ 2021.6.17 【第147回現地国内研修】東ジャワ州対象ICT 11 11

㊶ 鑑識 2021.10.12 ～ 2021.10.15 【第148回現地国内研修】マルク州・北マルク州指紋検定 26 26

㊷ ポルマス 2021.10.26 ～ 2021.10.28 【第149回現地国内研修】リアウ州におけるリアウ諸島州対象ICT 12 12

㊸ ポルマス 2021.11.9  ～ 2021.11.11 【第150回現地国内研修】西カリマンタン州における中部カリマンタン州対象ICT 12 12

㊹ ポ・鑑識 2021.11.23 ～ 2021.12.1 【第151回現地国内研修】第10回インストラクター研修 18 18

㊺ 鑑識 2021.11.30 ～ 2021.12.3 【第152回現地国内研修】パプア州・西パプア州指紋検定 40 40

㊻ ポルマス 2022.1.25  ～ 2022.1.27 【第153回現地国内研修】東ジャワ州IHTモニタリング 10 10

㊼ ポルマス 2022.2.2 【第154回現地国内研修】ジャカルタ警視庁インストラクター・ブラッシュアップ研修 20 20

㊽ 鑑識 2022.5.23  ～ 2022.5.25 【第155回現地国内研修】ジャカルタ警視庁指紋検定 30 30

㊾ ポルマス 2022.6.21  ～ 2022.6.23 【第156回現地国内研修】南カリマンタン州おける北カリマンタン州対象ICT 10 10

㊿ ポルマス 2022.6.21  ～ 2022.6.23 【第157回現地国内研修】マルク州おける北マルク州対象ICT 12 12

ポルマス 2022.7.5   ～ 2022.7.13 【第158回現地国内研修】第11回インストラクター研修 36 36

鑑識 2022.7.12  ～ 2022.7.21 【第159回現地国内研修】国家警察指紋照合研修 21 21

ポルマス 2022.7.26  ～ 2022.7.28 【第160回現地国内研修】パプア州における西パプア州対象ICT 12 12

1,000 1,348

注：[1] NTT州：東ヌサトゥンガラ（NusaTenggaraTimur）州の意

研修生総員数

現地国内研修一覧

51

53

52

１－２　現地国内研修一覧



Project Title: 市民警察活動（POLMAS）全国展開プロジェクト（フェーズ2）

Equipment

Training in Japan

Spread of the novel Postpone the

coronavirus tarining schedule
In-country Training

Third country Training

Spread of the novel Postpone the

coronavirus tarining schedule

Activities

Sub-Activities Japan INP

● ●

● ●

● ● ●

● ●

● ● ●

● ● ● ●

● ● ●

● ●

● ● ● ● ● Spread of the novel Postpone the

coronavirus tarining schedule

Duration / Phasing
Plan 

Actual

Actual

Output 4: 第三国に対するPOLMASの技術移転が進展する。
4-1 第三国研修の実施回数と参加人数（5回以上実施、150名以上
参加）

Plan 

Actual

Output 3: ブカシ警察署及びモデル警察署において先進モデルとしてのPOLMASが強化される。
3-1 過去1年間に警察と接する機会のあった住民の警察に対する信
頼度が60％以上となる。

Plan 

Actual

2-3 現地国内研修（ICT/IHT）の実施回数が38回以上、人数が870
名以上となる。

Plan 
Actual

2-2 OLMASに関するナショナル・インストラクターが150名認定され
る。（1回15名×年2回×5年間=150名）

Output 2:POLMASに関する研修の実施体制が強化される。

2-1 POLMAS研修カリキュラムが改訂される。 Plan 

1-4 国家鑑識研修の上級コースの実施回数が5回以上、参加者数
が100名以上となる。

Plan 
Actual

1-3 全州で国家鑑識研修・検定が実施される。 Plan 
Actual

1-2 調整委員会により州警察本部のPOLMASマネジメント能力を評
価するための規定が整備される。

Plan 
Actual

1-1 POLMAS関連の通達が策定される。 Plan 
Actual

Output 1: POLMASが推進されるための具体的な運用規定・制度が整備・活用される。
Ⅰ Ⅱ ⅡⅡ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

Issue &
CountermeasuresActual Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅳ ⅠⅠ

Third country training for Counterpart Personnel Plan 
Actual

Ⅱ Ⅲ Ⅳ

2017 2018 2019
Achievements

Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

Plan Responsible Organization20212020 2022

Training for Counterpart Personnel Plan 
Actual

Actual
Plan 

Actual

Plan 

Spread of the novel
coronavirus

Postpone the
taraining scheduleActual

ナショナル・エキスパート
Plan 

Actual

研修/業務調整 Plan 
Actual

現場鑑識
Plan 

Actual

トレーニング・アドバイザー/総合現場警察活動 Plan 
Actual

プロジェクト・アドバイザー/組織運営 Plan 
Actual

Expert

Ⅲ ⅣⅠ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅲ ⅣⅢ ⅣⅢ Ⅳ

2017　FYJ 2019 FYJ
Ⅰ ⅡⅠ ⅡⅠ Ⅱ

2020　FYJ 2021 FYJ 2022　FYJ
Actual Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

Plan 
Actual

Version No.1-1

Dated: June ●,2022

Project Monitoring Sheet II　 (Revision of Plan of Operation)

Monitoring

Remarks Issue  SolutionInputs 
Plan 2018　FYJ

Plan 
Actual

評価/分析

In-country training for Counterpart Personnel Plan 
Actual

短期専門家
Plan 

１－３　事業進捗状況一覧



● ● ● ● ●
● ● ● ●

▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

● ● ● ●
Spread of the novel Postpone the
coronavirus tarining schedule

▲ ▲ ▲ ▲

▲

▲
▲

Plan 
Actual

Actual
Plan 

Actual

Public Relations
Plan 

Project Completion Report Plan 
Actual

Training Materials Plan 
Actual

Actual

Progress Report Plan 
Actual

Reports/Documents

Inception Report Plan 

Post Monitoring Plan 
Actual

Joint Monitoring Plan 
Actual

Monitoring Mission from Japan Plan 
Actual

Submission of Monitoring Sheet Plan 
Actual

Set-up the Detailed Plan of Operation Plan 
Actual

Joint Coordinating Committee Plan 
Actual

Monitoring

Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ ⅣⅡ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ ⅢⅠ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ
Remarks Issue Solution

Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅰ

20182017 2019 2020 2021 2022
Monitoring Plan

Plan 

Actual
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１－４－１　インストラクター一覧（POLMAS）
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１－４－２　インストラクター一覧（IDENT）
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No. Polda Nama Pangkat / NRP Jabatan Tanggal Pelatihan 

DAFTAR INSTRUKTUR TERSERTIFIKASI BIDANG IDENTIFIKASI

POLDA
KALBAR

POLDA KEP.
BABEL

POLDA
BANTEN



アチェ ◎(2013.11) -

北スマトラ ◎(2013.11) -

西スマトラ 2019.11 （リアウ）

リアウ ◎(2013.11) -

ジャンビ 2019.09 （リアウ）

南スマトラ ◎(2016.3) -

ブンクル 2019.09（ジャカルタ警視庁） 

ランプン 2019.02（ジャカルタ警視庁） 

バンカ・ブリトゥン 2019.09（ジャカルタ警視庁） 

リアウ諸島 2021.10（リアウ）

ジャカルタ首都特別州 ◎(2013.11) -

西ジャワ 2019.02（ジャカルタ警視庁） 

中部ジャワ ◎(2013.11) -

ジョグジャカルタ特別州 2019.08（中部ジャワ） 

東ジャワ ◎(2016.3) -

バンテン 2017.08（ジャカルタ警視庁 ）

バリ ◎(2013.11) -

西ヌサ・トゥンガラ ◎(2015.2) -

東ヌサ・トゥンガラ ◎(2018.7) -

西カリマンタン ◎(2013.11) -

中部カリマンタン 2021.11（西カリマンタン）

南カリマンタン ◎(2015.2) -

東カリマンタン ◎(2016.3) -

北カリマンタン 2022.6（南カリマンタン）

北スラウェシ ◎(2018.7) -

中部スラウェシ ◎(2013.11) -

南スラウェシ ◎(2013.11) -

南東スラウェシ ◎(2013.11) -

ゴロンタロ ◎(2016.3) -

西スラウェシ 2020.2（バリ）

マルク ◎(2019.4) -

北マルク 2022.6（マルク）

西パプア 2022.7（パプア）

パプア ◎(2019.4) -

20州 14州

自立州による非自立州に対する研修実施状況

マルク・パプア

スマトラ

ジャワ

小スンダ

カリマンタン

スラウェシ

計(34州）

地　域 自立州（指定年月） 自立州によるICT（研修実施州）

※パイロット州：現地国内研修等により、ブカシ方式POLMAS活動（巡回連絡、問題解決活動、業務管理）に関する技術移転を集中的に進めるべき州
のこと。
※自立州：パイロット州のうち、自立的にIHTを実施できる州のこと。

１－５　自立州による非自立州に対する研修実施状況



出張検定合格者数

1 37

2 22

3 48

4 35

5 15

6 46

7 21

8 28

9 46

10 43

11 49

12 44

13 43

14 33

15 49

16 36

17 28

18 49

19 37

20 44

21 46

22 29

23 49

24 34

25 42

26 38

27 27

28 38

29 48

30 39

31 24

32 16

33 16

34 10

1,209

各州鑑識検定取得率一覧表
2022.9.8　現在

53%453 4,805 1,643 869

16 76%

16 62%

9 98 41

14

28

82%

19 63%

44%

89%

30

西パプア州 9 7 26

56%

36 88%

パプア州 22 176 64 32 50%

東ヌサ・トゥンガラ州 16 146 50

西ヌサ・トゥンガラ州

北マルク州 8 46 17 10 59%

マルク州 8 76 21

バリ州 9 60 57 25

西スラウェシ州 5 33 17

南東スラウェシ州 10 105 30

62%南スラウェシ州 24 227 60 37

25 56%

ゴロンタロ州 5 51 9

北スラウェシ州 9 94 36

8

中部スラウェシ州 11 86 45

83%

83%

28 97%

南カリマンタン州 13 134 40 35 88%

中部カリマンタン州 14 89 40

東カリマンタン州 9 78 29

33

46 25%

西カリマンタン州 12 150 50

北カリマンタン州 4 30 12

29 58%

8 67%

東ジャワ州 39 646 185

51 50%

36 27%

ジョグジャカルタ特別州 5 80 54

中部ジャワ州 36 530 98

28 52%

22 22%

ジャカルタ特別州（ジャカルタ警視庁） 13 324 102

西ジャワ州 22 449 134

63%

24 62%

バンテン州 4 81 27 18 67%

バンカ・ブリトゥン州 7 37 24

ランプン州 11 121 39

15

80%

15 71%

南スマトラ州 15 146 51

ブンクル州 9 67 23

27 53%

22 96%

ジャンビ州 10 91 20

リアウ諸島州 6 43

西スマトラ州 19 124 51

14 33%

29 57%

16

分署　数警察署　数州 名 鑑識従事者検定取得者数

45

鑑識従事者検定取得率鑑識従事者実員数

北スマトラ州 27 209 82 45

アチェ州 21 46 32 71%

21

リアウ州 12 125 43

55%

１－６　各州鑑識検定取得率一覧表



インドネシア共和国「市民警察活動全国展開プロジェクトフェーズ２」

主な成果品リスト 

１． 2021年警察規則第 1号 

２． 2021年長官規則第 7号 

３． 2021年 11月執務資料「ポルマスのあゆみ」（プロジェクト） 

４． 2021年 11月執務資料「業務管理報告書の活用例」（プロジェクト） 

５． 2022年 9月 13日付刑事局鑑識センター作業基準書 

※ この他プロジェクト目標の達成に向けた日々の活動に必要な成果品は割愛

以上 

２．プロジェクトの成果品リスト



Annex 1 
Project Design Matrix (PDM) Version：No. 1 
Name of the Project: Project on Nationwide Capacity Development of Police Officers for POLMAS - Indonesian Civilian Police Activities Date：May X, 2017 
Implementing Agencies: Indonesian National Police (INP) 

Project Period: Five Years (Oct. 2017 – Sep. 2022) 
Target Groups: Personnel of INP 

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of verification Important Assumption 
Overall Goal 

POLMAS (Civilian Police Activities) is firmly put into practice at all 
regions.  

1. POLMAS gains community’s appreciation and cooperation in all 
regions. 

1. Results of the public opinion 
survey by independent 
organization 

Project Purpose 

The system for self-sustaining POLMAS implementation at all 
regions, which incorporates the outputs of the JICA projects, is 
established. 

1. The number of regional police departments conducting In-house 
Training (IHT), the number of IHT conducted and the number of 
participants in IHT (note 1). 

2. More than (XX) criminal identification officers pass the Class A 
examination for national certification on criminal identification skills. 
(note 2) 

1. Reports of the regional police 
departments 

2. Reports on the examination for 
certification 

1. There is no drastic change related 
to POLMAS policy. 

2. Rules and guidelines introduced 
by the Project will not be 
drastically changed. 

3. Budgetary support for 
nationwide implementation of 
POLMAS is continued. 

Outputs 

1. Specific operational rules and guidelines to enhance POLMAS 
are developed and utilized. 

2. Training system on POLMAS is enhanced. 

1-1. Detailed regulation/circulars on POLMAS implementation are 
developed. 

1-2. LOMBA POLMAS is regularly conducted.  
1-3. Training and examinations for national certification on criminal 

identification skills are conducted at all regions. 
1-4. The number of advanced trainings on criminal identification skills 

and the number of participants. 

2-1. POLMAS training curriculum are formulated.  
2-2. The number of qualified National Instructors reaches XX. (note 2) 
2-3. The number of ICT and IHT conducted and the number of 

participants of ICT and IHT. (note 2) (note 3) 

1-1. Records of INP Headquarters and 
activity records of a coordinating 
committee  

1-2. Reports of INP Headquarters 
(Reports of LOMBA POLMAS) 

1-3. Reports of the examination 
1-4. Reports of the examination 

2-1. Records of the Institution for 
Education and Training 

2-2. Records of the Institution for 
Education and Training 

2-3. Training reports  

Any factors inhibiting trained 
police officers from 
implementing POLMAS do not 
occur in their respective 
workplaces.  

３．PDM (All versions of PDM) 



3. POLMAS as the advanced model is enhanced at BPRs (note 4) 
and other model police resorts (note 5). 

4. POLMAS is introduced/disseminated to third countries. 

3-1. POLMAS implemented by BPRs and model police resorts 
continuously gains community’s appreciation and cooperation in 
their respective precincts. 

3-2. Submission rate of reports on Controlling System for Community 
Police Activities by Chief of Public Guidance at BPRs and model 
police resorts. (note 6) 

3-3. The number of problem resolving cases recorded and reported to 
model police resorts by Babinkamtibmas in their respective 
precincts at BPRs and model police resorts reaches 
one/person/month. (note 7) 

4-1.  The number of trainings conduced for the Timor-Leste National 
Police. (Once a year) and the number of participants. 

3-1. Results of the public opinion 
survey by independent 
organization 

3-2. Records of BPRs and model police 
resorts 

3-3. Records of BPRs and model police 
resorts 

4-1. Training Reports 

Activities 

1-1 Formulate a coordinating committee for self-sustaining 
dissemination and management of POLMAS nationwide.   

1-2 Develop a system of grasping/collecting and evaluating 
POLMAS implementation at the INP. 

1-3 Develop detailed regulation/circulars to enhance POLMAS 
implementation.  

1-4 Provide advice to establish the national certification on criminal 
identification examination system.  

1-5 Carry out the examinations for the national certification on 
criminal identification skills at all regions.  

1-6 Carry out advanced trainings of criminal identification skills. 

2-1 Support for revising POLMAS training curriculum, moduels and 
materials for the institutions under the Institution for Education 
and Training. 

2-2 Carry out ICT/IHT, and supervise and monitor the pilot regional 
police departments in planning and implementing ICT/IHT. 

2-3 Revise the POLMAS training manuals when necessary. 

Inputs 

The transfer of the police officers 
trained through the project 
activities does not often occur.   

Japanese Side 

1. Long-term Experts 
- Project Leader/Human Resource Development 

(Only during the initial few months of the 

project.) 

-Project Advisor/Organizational Management 

-Training Advisor/Civilian Police Activities 

-Criminal Identification 

-Training/Program Coordinator 

2. Short-term experts 
(Several experts per year) 

3. Training in Japan / in Indonesia 
(Several times per year) 

4. Provision of Machinery and Equipment 

Indonesian Side 

1. Assignment of Project Personnel 
Project Director 
Vice Project Director 
Project Manager 
Co-Project Managers 
Counterpart personnel 

2. Members of a coordinating committee 

3. Provision of office spaces with necessary facilities 

4. Others 
Operational Costs 
Electricity and water 
Equipment and machineries necessary for 
implementation of the Project 

Pre-conditions 

--- 



3-1 Carry out the baseline survey at the police resorts selected from 
BPRs and model police resorts on the appreciation and 
cooperation of/with residents toward POLMAS. 

3-2 Supervise and monitor the Door to Door System, Report on 
Controlling System for Community Police Activities, and 
Problem Solving. 

3-3 Carry out the endline survey at the police resorts selected from 
BPRs and model police resorts on the appreciation and 
cooperation of/with residents toward POLMAS. 

4-1  Conduct training for Timor-Leste National Police Officers. 
4-2  Monitor community policing activities of Timor-Leste National 

Police. 

5. Local Costs 

6. National Exerts of POLMAS 
(former INP officers with adequate knowledge of 
POLMAS) 

Note 1: This indicator includes the IHTs which are conducted independently by the INP.  
Note 2: Concrete target figures on the indicators will be decided within 6 months after the commencement of the Project and agreed with the INP.  
Note 3: This indicator is confined to the ICT/IHT which the Project is involved in planning and implementation.  
Note 4: Bekasi Police Resorts (BPRs) include both Metropolitan Bekasi-city Police Resort and Metropolitan Bekasi Police Resort. In this PDM, the two police resorts in Bekasi area, including functional units under them, are 

described as “BPRs”. 
Note 5: Model police resorts mean the six police resorts in the six regional police departments which are identified as capable to independently conduct the IHT as a result of IHT monitoring carried out in 2016.  
Note 6: This indicator includes the rate of Report on Controlling System for Community Police Activities by the head of polsubsector/BKPM at BPRs and the police resorts where polsubsector/BKPM are placed. 
Note 7: This indicator includes the number of case/person/month on problem solving by polsubsector/BKPM at BPRs and the police resorts where polsubsector/BKPM are placed.  



Project Title: 市民警察活動（POLMAS）全国展開プロジェクト（フェーズ2）

Implementing Agency : インドネシア国家警察（INP） Dated: December 7,2018

Target Group: 国家警察職員

Period of Project: 5年間 (Oct. 2017 – Sep. 2022)

Project Site: インドネシア全土

要　約 指　標 指標の入手手段 外部条件

上位目標
POLMASに対する地域コミュニティの信頼・協力が
得られる。

1. 第三者機関による住民意識調査

プロジェクト目標
1．POLMASマネジメント能力を有するモデル州警
察が1州以上となる。

1．自立州による研修実施報告書 1．POLMAS政策に大きな変更が
生じない。

2．非自立州が少なくとも1回以上自立州によるICT
を受講する。

2．州警察本部活動記録 2. プロジェクトを通じて導入された
通達や運用ルールが大幅に変更
されない。

3．各州の全鑑識係員に占めるA、B級取得者の割
合が50％以上となる。

3．鑑識検定の実施報告書、鑑識係員の配置記
録

3．POLMASの全国実施に関する
予算措置が継続される。

成　果
1-1　POLMAS関連の通達が策定される。 1-1. 国家警察本部の記録、委員会活動記録

1-2　調整委員会により、州警察本部のPOLMAS
マネジメント能力を評価するための規定が整備され
る。

1-2.　調整委員会事務局タスクフォースの活動
報告書、自立州の独自の取り組み記録

1-3　全州で国家鑑識研修・検定が実施される。 1-3. 検定実施報告書

1-4 国家鑑識研修の上級コースの実施・参加者
数　（5回以上実施、100名以上参加）

1-4. 検定実施報告書

2-1　POLMAS研修カリキュラムが改訂される。 2-1. 教育訓練総局の報告書

2-2　POLMASに関するナショナル・インストラク
ターが150名以上認定される。

2-2. 教育訓練総局の報告書

2-3　現地国内研修（ICT/IHT）の実施回数・人数
(38回以上実施、870名以上参加）

2-3. 研修実施報告書

3-1　過去1年間に警察と接する機会のあった住
民の警察に対する信頼度が60％以上となる。

3-1. 第三者機関による意識調査結果

4．第三国に対するPOLMASの技術移転が進
展する。

4-1　第三国研修の実施回数と参加人数（5回以
上実施、150名以上参加）

4-1.研修実施記録

POLMASが全州で定着する。

2．POLMASに関する研修の実施体制が強化さ
れる。

研修を受けた警察官の配属先に
おいて、POLMAS実践を阻害する
要因が発生しない

3．ブカシ警察署及びモデル警察署等において
先進モデルとしてのPOLMASが強化される。

プロジェクトの提案を反映したPOLMASを全州で
実施するための自立的な体制が確立する。

1．POLMASが推進されるための具体的な運用
規定・制度が整備・活用される。

Project Design Matrix



活　動 外部条件
日本側 インドネシア側

前提条件

4. 機　材

5. ローカルコスト負担

<Issues and countermesures>

6. ナショナル・エキスパートの配置（INPのOB/OG）

1. プロジェクト担当官の配置
-プロジェクト・ダイレクター
-副プロジェクト・ダイレクター
-プロジェクト・マネージャー
-共同プロジェクト・マネージャー
-カウンターパート

2-2 ICT/IHTの実施及びパイロット州警察で実
施されるICT/IHTの研修計画・実施を指導・モ
ニタリングする。

2-3 POLMAS研修実施のためのマニュアルを
必要に応じて改訂する。
3-1 選定されたパイロット州において、POLMAS
に対する市民の意識・協力調査を実施する
（ベースライン調査）。

3-2 巡回指導、業務管理報告、問題解決の
指導・モニタリングを実施する。

4-1.第三国研修が実施される。

4-2.第三国研修を受講した国による地域警察
活動の実施をモニタリングする。

3-3 選定されたパイロット州において、POLMAS
に対する市民の意識・協力調査を実施する（エ
ンドライン調査）。

投　入

1-3 POLMASに関する通達・細則等を作成す
る。
1-4 国家鑑識検定の制度化についてアドバイ
スする。

1-6 国家鑑識研修の上級コースを実施する。

1. 長期専門家
- リーダー/人材練成　（前フェーズ引き継ぎ終了
まで：数カ月）
-プロジェクト・アドバイザー/組織運営
-トレーニング・アドバイザー/総合現場警察活動
-現場鑑識
-研修/業務調整

2. 短期専門家
年間数名

4. その他
プロジェクト活動費
電気・水道
プロジェクト実施に必要な資機材

1-2 POLMASの活動を集約して評価する仕組
みをつくる（フォローアップのルーティン化を行え
るようにする）。

2-1 教育機関のPOLMAS研修のカリキュラム、
教科書、教材の見直しを支援する。

1-1 INPがPOLMASを主体的に全国展開し、実
施監理を行うための調整委員会を設置する。

3. 執務室及び付帯施設

2. 調整委員会メンバー

1-5 国家鑑識検定を全国で実施する。

3. 研修員受入れ（本邦/現地）
目的に応じて本邦受入れを実施（年数回）

本プロジェクトの研修受講者が頻
繁に異動しない。






